
一般事業主行動計画 

 

日本証券業協会 

 

本協会は、金融商品取引業者の行う有価証券の売買取引等の公正性を確保する等により、

金融商品取引業の健全な発展を図り、投資者の保護に資することを目的とする内閣総理大

臣の認可を受けた我が国唯一の自主規制機関（認可金融商品取引業協会）である。 

このような公益性の高い本協会の業務を遂行するためには、職員には高いモラールと社

会的使命感のほかに「高度な専門的知識」と「豊富な職務経験」が求められるところであ

るが、こうした知識や経験は、職員一人ひとりが長期にわたり継続的に職務を遂行するこ

とにより、その習得が期待されるところである。そのためには、「すべての職員にとって

働きやすい職場であること」が重要であることから、職員が仕事と子育てを両立させるこ

とができる環境をつくるため、以下のとおり行動計画を策定する。 

 

 

１ 計画期間  平成２２年４月１日から平成２７年３月３１日までの５年間 

 

２ 計画内容 

目標１「勤務時間短縮制度」の運用・周知 

目標２ 所定外労働時間の削減 

目標３ 年次有給休暇の取得を促進 

目標４ 子の看護休暇制度の拡充 

目標５ 父親の育児休暇の取得促進 

目標６ その他の次世代育成支援対策に係る諸制度の周知等 

 

 

以  上 


